
第22回環境工学総合シンポジウム2012 特別企画 

先進サステイナブル都市フォーラム 

 

震災復興に向けた 
生活インフラストラクチャー 

 
一般社団法人 日本機械学会 環境工学部門 

先進サステイナブル都市ワーキンググループ 

2012年7月5日（木）14:30-17:45 

@東北大学 大会議室 第4会場 



先進サステイナブル都市フォーラム 

震災復興に向けた生活インフラストラクチャー 
司 会  佐藤春樹（先進サステイナブル都市ワーキンググループ 第89期委員長） 

 

14.30～14.35 挨拶 川島 豪（部門長・シンポジウム実行委員会 委員長） 

 

14.35～15.20 「災害に強いエネルギーシステム」 

  田路和幸 先生（東北大学大学院 環境科学研究科 研究科長・教授） 

 

15.20～16.05 「リサイクルを主とした震災廃棄物処理対応」 

  吉岡敏明 先生（東北大学大学院 環境科学研究科 教授） 

 

16.20～17.05 「東日本大震災に耐えたハービマンハウス  
  ―新しい防災時代の再生可能エネルギー利用―」 

  齋藤武雄 先生（東北大学 名誉教授・ハービマンエネルギー戦略研究所 所長） 

 

17.05～17.45 先進サステイナブル都市ワーキンググループ 

  ポスター紹介と全体の意見交換 
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トウジ カズユキ 

ヨシオカトシアキ 

サイトウ タケオ 



三陸沿岸の地震と津波 

  地震・津波 死者・不明 
 

 869. 7.13 M8.3  1,000 貞観年地震・津波 

 1611.12. 2 M8.1  5,000 慶長三陸地震・津波 

 (1707.10.28 M8.6  20,000 宝永東海・南海地震・富士山宝永大噴火49日後） 

 1896. 6.15 M8.3 21,959 三陸地震・津波 

  (1923.9.1 M7.9 105,385 関東大震災) 

 1933. 3. 3 M8.1 3,064 三陸沖地震・津波 

 (1960. 5.22 M9.5 5,700 チリ地震・津波) 

 (1995. 1.17 M7.3  6,437 阪神・淡路大震災) 

 (2004.12.26 M9.0 283,100 スマトラ・アンダマン地震・津波) 

 2008. 6.14 M7.2 23 岩手・宮城内陸地震 

 2011. 3.11 M9.0    約２万人 東日本大震災（地震・津波） 
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ラスムッセン報告書(Reactor Safety Study(WASH-1400)Draft)の概要 
ラスムッセン報告書の概要:都甲泰正,日本原子力学会誌17巻2号（1975年2月）51〜56頁 
（福島第1原子力発電所運転開始： 

 1号機(1971)；2号機(1974)；3号機(2010)；4号機(1978)；5号機(1978)；6号機(1979）) 

原子力発電所の安全性 



S.Manabe and R. Wetherald 

J. The Atmospheric Sciences 

Vol. 24, No. 3, pp. 241-259, 

(1967). 

 

43年前に報告された計算結果 

温室効果の原因は 

 

 a. 水蒸気 

 b. 二酸化炭素 

 c. オゾン 

 d. 地表の反射率 

 e. 雲量 

二酸化炭素濃度と大気温度 
地表の温度は上昇するけれども 

上空の温度は低温化する 

高
度

 
 /
 

 k
m

 

 温度 / K 

大気中の水の循環 

水の蒸発が地表を冷やし 

低温の雨が地表を冷やす 

地表の熱を上空に運ぶ 
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地球温暖化 



  実は水の循環が地表を冷やす。 

+168 -24 -78 
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-30 

地表による吸収 熱伝達 蒸発・蒸散 熱放射 地表による吸収 

戻り放射 

温室効果ガス 
水・二酸化炭素・オゾン 

長波長放射 

大気からの放射 

大気の吸収 

蒸発潜
熱 

太陽エネルギー（短波長放射） 

短波長反射 

雲・エアロゾル・ 
大気等の反射 

地表の反射 

数値の単位は 
[W/m2] 

雲からの放射 
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Japan Meteorological Agency (March 2007) 

http://www.data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/himr/2006/himr2006.pdf 

東京 ニューヨーク パリ 世界の都市の平均 

平
均
温
度

 
/ 
℃

 

都市のヒートアイランド化 

東京 

ニューヨーク 

パリ 



自然環境の機能をもつ都市をつくる 

乾燥化 

空調廃熱 

 その他 

の廃熱 

表面温度の上昇 

表面の高温化による熱放射 

雨水下水等 水の確保 

蒸散 

(水の蒸発)  

地表温度上昇の抑制 

CO2 

CO2 

CO2 
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林野庁の図は既に消されています。最新データは下記ＵＲＬをご覧ください。 

See new URL: http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/db/co2/knowledge/carbon_cycle.html 

Based on the IPCC Fourth Assessment Report 2007 

空気中の炭素量: 7.6 × 1011 t + 3.2× 109 t/年 

化石燃料中の炭素量 

3.5 × 1012 t 

海の炭素蓄積量 

38 × 1012 t 

陸の炭素蓄積量 

2.3 × 1012 t 

陸での吸収  

−2.6× 109 t/年 

陸からの排出 

+1.6× 109 t/年 

陸で吸収される炭素量 

 −1.0× 109 t/年 

化石燃料からの炭素排出量 

 +6.4× 109 t/年 
海で吸収される炭素量 

 −2.2× 109 t/年 

１９９０年代の炭素循環 (2009年夏頃：林野庁の図に基づき作成) 
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環境共生とは：自然環境の循環維持能力を超えないこと 



津波が来るまでに全員が避難できるように、 

徒歩15分（半径約 1 km）をひとつの生活単 

位とする多重安全構造の街を提案する。 
 

 １．街の規模は5000人程度で考える。 

 ２．街は基本的に安全のため全電化とする。 

 ３．駐車場の電気自動車のバッテリーも連携可能とする。 

 ４．各生活単位には、太陽電池＋蓄電池を設置して、非常時の情報入手・発信＋ 

   病人等のための緊急電源を確保する。 

 ５．この街全体をひとつの電力網単位とする。これを「街グリッド」と呼ぶこと 

   にする。 

 ６．人が集まる公共空間の割合が大きい「コンベンショングリッド」も置く。 

 ７．電力(および温水)輸送設備を兼ねる軌道をもつモノレールによって、 

   複数の街・コンベンション空間、そして発電設備をWEB的に結ぶ。 

 ８．各街・コンベンション空間の中心には、避難公共建物である耐震・耐津波建 

   物を配置する。5000人全員収容可能とし、普段は2500人程度が生活する。 

 ９．避難公共建物以外で暮らす2500人の暮らしも、農業、畜産、林業、水産業他、 

   様々な産業で働くときも、徒歩で15分以内に避難できる手段を確保する。 

１０．歴史的、文化的な建物などはなるべく元の場所に再建し、祭りなど文化的行 

   事も、里山をはじめ豊かな自然環境もできる限り今まで以上に再興し、過去 

   から築き上げた文化伝統の伝承を大切にする。 

徒歩15分で避難可能な多重安全構造の街 
陸と海の方舟 2011.6.30-7.1@産総研(臨海副都心) 
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石巻市の場合 釜石市の場合 
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基本的に平常時は1000世帯約2500人が暮らすコミュニティ 

商業、オフィス、診療所、学校などの公共空間もあり、 

災害時には約5000人が暮らせるようにデザインする 
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Haruki Sato, Keisuke Yamamoto, Jorge Almazan, Kohei Hayashi, Gaku Inoue,  
Shota Takayama, Nozomi Shimizu(Keio University)  
+ Angel Borrego Cubero (Universidad Politecnica de Madrid） 



葛飾北斎「富嶽三十六景」（１８２３−１８３３） 
 神奈川沖浪裏 

16 海の力は山の力よりも遙かに大きく、人は逆らわずに無心に漕ぐのみ(HS) 

自然の力：ひ弱な人力 


